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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。 

２. 売上高には、消費税等は含まれていない。  

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次   
第104期

第３四半期 
連結累計期間

第105期
第３四半期 

連結累計期間

第104期
第３四半期 
連結会計期間

第105期 
第３四半期 
連結会計期間 

第104期

会計期間   

自平成21年
４月１日 

至平成21年 
12月31日 

自平成22年
４月１日 

至平成22年 
12月31日 

自平成21年
10月１日 

至平成21年 
12月31日 

自平成22年 
10月１日 

至平成22年 
12月31日 

自平成21年
４月１日 

至平成22年 
３月31日 

売上高 （百万円）  398,126  452,449  141,847  157,793  549,556

経常利益 （百万円）  12,058  26,261  9,547  12,547  18,995

四半期（当期）純利益 （百万円）  5,361  15,036  5,435  7,433  8,217

純資産額 （百万円） － －  197,292  210,581  202,190

総資産額 （百万円） － －  662,751  666,363  654,793

１株当たり純資産額 （円） － －  173.35  185.76  177.88

１株当たり四半期（当期）純利

益金額 
（円）   5.33  14.96  5.40  7.39  8.17

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額 
（円）   5.32  14.94  5.40  7.38  8.16

自己資本比率 （％）  － －  26.3  28.0  27.3

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円）  32,615  30,258 － －  60,107

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円）  △24,173  △19,219 － －  △29,928

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円）  △14,795  △12,366 － －  △32,265

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高 
（百万円） － －  32,825  35,342  37,281

従業員数 （人） － －  11,277  11,143  11,108
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 当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はない。また、主要な関係会社に異動はない。 

  

 当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。  

  

(1）連結会社の状況 

 （注）  従業員数は就業人員数である。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員数である。 

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成22年12月31日現在

従業員数（人） 11,143   

  平成22年12月31日現在

従業員数（人） 3,747   
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(1）生産実績 

当第３四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりである。 

（注）１．金額は平均販売価格によっており、相殺消去前の数値によっている。 

   ２．上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

(2）受注状況 

当第３四半期連結会計期間における機械・金属成形及びエネルギー・環境の受注状況を示すと、次のとおりであ

る。なお、機械・金属成形及びエネルギー・環境を除くセグメントの製品については、受注生産は行っていない。

（注）上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

(3）販売実績 

当第３四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりである。 

（注）１．セグメント間取引については相殺消去前の数値によっている。 

   ２．上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

 当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはない。      

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はない。  

  

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。  

  

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

セグメントの名称 金額（百万円） 前年同四半期比（％）

化成品・樹脂  54,024  －

機能品・ファイン  16,464  －

医薬  1,922  －

建設資材  33,580  －

機械・金属成形  15,985  －

エネルギー・環境  2,765  －

合計  124,740  －

セグメントの名称 受注高（百万円）
前年同四半期比

（％）  
受注残高（百万円） 

前年同四半期比
（％）  

機械・金属成形  15,186  －  50,799  －

エネルギー・環境  242  －  575  －

合計  15,428  －  51,374  －

セグメントの名称 金額（百万円）  前年同四半期比（％） 

 化成品・樹脂  52,006  －

 機能品・ファイン  16,809  －

 医薬  2,313  －

 建設資材  54,291  －

 機械・金属成形  18,620  －

 エネルギー・環境  16,465  －

 その他  6,934  －

 消去  △9,645  －

 合計  157,793  －

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】
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(1) 業績の状況 

当第３四半期連結会計期間の経済情勢は、アジアではやや減速したものの、中国を中心として景気拡大が継続

し、欧米でも失業率が高止まりながらも景気は持ち直し、世界経済は総じて緩やかな回復基調で推移した。一

方、国内経済はアジア向け輸出の鈍化、エコカー補助金の終了に伴う需要の反動減などにより、足踏み状態とな

った。 

このような状況の下、当社グループは当期を初年度とする三カ年の中期経営計画「ステージアップ２０１２ 

―新たなる挑戦―」の基本方針に基づき、目標の早期達成に向けて業績の向上に取組んできた。 

この結果、当社グループの連結売上高は、前年同四半期連結会計期間に比べ15,946百万円増の157,793百万

円、連結営業利益は2,613百万円増の13,882百万円、経常利益は3,000百万円増の12,547百万円、四半期純利益は

1,998百万円増の7,433百万円となった。  

  

 セグメントの業績は以下のとおりである。昨年４月に新設した医薬事業部を新たにセグメントとして区分表示

すると共に、セグメント別売上高、営業利益については、第１四半期連結会計期間より適用された新セグメント

会計基準（「セグメント情報等の開示に関する会計基準」及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適

用指針」）に準拠している。前年同四半期連結会計期間についても、参考としてセグメント区分及び売上高、営

業利益を同様に作成し直し、比較対象としている。 

  

 化成品・樹脂 

旺盛な需要に支えられ、カプロラクタム、工業薬品の出荷は好調で、ポリブタジエン（合成ゴム）の出荷も堅調

であった。ナイロン樹脂の出荷も総じて堅調であった。多くの製品で販売価格が上昇し、カプロラクタムのスプレ

ッド（製品と原料の値差）は、良好な需給環境を反映して前年同四半期連結会計期間に比べ拡大した。 

この結果、当セグメントの連結売上高は、前年同四半期連結会計期間に比べ9,692百万円増の52,006百万円、連

結営業利益は3,239百万円増の6,175百万円となった。 

  

 機能品・ファイン 

リチウムイオン電池用セパレーター、LED・半導体向け高純度化学薬品、セラミックスの出荷は好調で、ファイ

ンケミカル製品、リチウムイオン電池用電解液の出荷も概ね堅調であった。IT関連の在庫調整の影響を受けたポリ

イミドフィルムの出荷は前年同四半期連結会計期間を下回ったが、ガス分離膜の出荷は回復に転じ前年同四半期連

結会計期間を上回った。 

この結果、当セグメントの連結売上高は、前年同四半期連結会計期間に比べ1,423百万円増の16,809百万円、連

結営業利益は963百万円増の2,352百万円となった。 

  

 医薬 

 抗アレルギー剤や血圧降下剤の原体出荷は伸長し、中間体の出荷も総じて堅調であったが、販売価格は前年同四

半期連結会計期間に比べ総じて低下した。 

 この結果、当セグメントの連結売上高は、前年同四半期連結会計期間に比べ112百万円減の2,313百万円、連結営

業利益は560百万円減の286百万円となった。 

  

 建設資材 

セメント・生コンの出荷は、マンション・住宅着工や企業の設備投資の持ち直しにより下げ止まりの傾向がみら

れ、前年同四半期連結会計期間を上回った。各種廃棄物の原燃料へのリサイクル利用も拡大した。カルシア、マグ

ネシア製品の出荷は鉄鋼関連向けを中心に好調であった。 

この結果、当セグメントの連結売上高は、前年同四半期連結会計期間に比べ4,116百万円増の54,291百万円、連

結営業利益は680百万円増の3,496百万円となった。  

  

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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 機械・金属成形 

機械事業は、自動車産業の設備投資抑制を受け不振が続いていた成形機の出荷は回復基調にあるが、中国向け竪

型ミルや電力会社向け運搬機など各種産業機械の出荷は堅調さを保ちながらも減少に転じた。受注は、成形機の引

き合いが新興国向けに増加してきたものの、成形機、産業機械とも円高と国内外メーカーとの価格競争激化によ

り、厳しい状況で推移した。製鋼品も円高などの影響を受けた。 

アルミホイール事業は、エコカー補助金終了による自動車販売減少の影響を受け出荷額は前年同四半期連結会計

期間より減少し、採算も厳しい状況が続いた。 

この結果、当セグメントの連結売上高は、前年同四半期連結会計期間に比べ2,713百万円減の18,620百万円、連

結営業利益は1,729百万円減の141百万円となった。 

  

 エネルギー・環境 

販売炭の出荷は、主要顧客である化学会社向けを中心に堅調で、コールセンター（石炭貯炭場）の取扱い数量に

おいても電力会社向けを中心に好調であった。電力卸供給事業は、売電価格の低下により採算が悪化した。 

この結果、当セグメントの連結売上高は、前年同四半期連結会計期間に比べ2,402百万円増の16,465百万円、連

結営業利益は260百万円増の1,417百万円となった。 

  

 その他 

当セグメントの連結売上高は、前年同四半期連結会計期間に比べ2,601百万円増の6,934百万円、連結営業利益は

85百万円増の443百万円となった。  

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

  

 (営業活動によるキャッシュ・フロー) 

 営業活動により得られた資金は、前年同四半期連結会計期間に比べ、1,374百万円減の5,658百万円となった。

これは税金等調整前四半期純利益が増加したものの、運転資金増減（売上債権、たな卸資産及び仕入債務の増減

額合計）による支出が増加したことなどによるものである。 

  

 (投資活動によるキャッシュ・フロー) 

 投資活動の結果使用した資金は、前年同四半期連結会計期間に比べ、359百万円増の7,128百万円となった。こ

れは有形及び無形固定資産の取得による支出が増加したことなどによるものである。 

   

 (財務活動によるキャッシュ・フロー) 

 財務活動の結果得られた資金は、前年同四半期連結会計期間に比べ、5,022百万円増の374百万円（前年同四半

期は4,648百万円の支出）となった。これは短期借入金の純増減額による収入が増加したことなどによるものであ

る。 

  

 この結果、当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、為替換算差額による増加も含め、前

年同四半期連結会計期間末に比べ、2,517百万円増の35,342百万円となった。 

  

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

  当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はない。 

  

(4) 研究開発活動 

  当第３四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、3,395百万円である。なお、当第３

四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はない。 

   

2011/02/05 13:28:2310705501_第３四半期報告書_20110205132803

- 5 -



(1）主要な設備の状況 

  当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

  当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画した重要な設備の新設、除却等について、

重要な変更はない。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はない。  

  

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

（注） 「提出日現在発行数」欄には、平成23年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行される株式数は含まれていない。 

  

会社法に基づき発行した新株予約権に関する事項は、次のとおりである。 

 ① 平成19年２月７日取締役会決議 

※１ 当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以

上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の直前の時点

において残存する募集新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの

場合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」とい

う。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対

象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収

合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めること

を条件とする。 

  

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  3,300,000,000

 計  3,300,000,000

種類 
第３四半期会計期間 
末現在発行数（株） 

（平成22年12月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成23年２月10日） 

上場金融商品取引所名又は登録認可
金融商品取引業協会名 

内容

普通株式  1,009,165,006  1,009,165,006
株式会社東京証券取引所（市場第１部） 

証券会員制法人福岡証券取引所 

単元株式数 

1,000株  

計  1,009,165,006  1,009,165,006 － － 

(2)【新株予約権等の状況】

  
第３四半期会計期間末現在 

（平成22年12月31日） 

新株予約権の数（個）                                                   244

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 
普通株式 

単元株式数 1,000株  

新株予約権の目的となる株式の数（株）  244,000

新株予約権行使時の払込金額（円）  1

新株予約権の行使期間 
自 平成19年２月22日 

至 平成44年２月21日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式 

の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格        

資本組入額       

389

195

新株予約権の行使の条件 

  上記権利行使期間内において、新株予約権者が当社の取締役

及び執行役員のいずれの地位をも喪失した日の翌日（以下権利

行使開始日）から８年間に限り権利を行使することができる。

ただし、新株予約権者が平成43年２月21日までに権利行使開始

日を迎えなかった場合には、平成43年２月22日から平成44年２

月21日の期間内に限り権利行使することができる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
 譲渡による募集新株予約権の取得については、当社取締役会

の決議による承認を要する。 

代用払込みに関する事項 ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ※１ 
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 ② 平成19年６月28日取締役会決議 

※１ 当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以

上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の直前の時点

において残存する募集新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの

場合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」とい

う。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対

象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収

合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めること

を条件とする。 

  

  
第３四半期会計期間末現在 

（平成22年12月31日） 

新株予約権の数（個）                                                  225

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 
普通株式 

単元株式数 1,000株  

新株予約権の目的となる株式の数（株）  225,000

新株予約権行使時の払込金額（円）  1

新株予約権の行使期間 
自 平成19年７月13日 

至 平成44年７月12日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式 

の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格        

資本組入額       

352

176

新株予約権の行使の条件 

  上記権利行使期間内において、新株予約権者が当社の取締役

及び執行役員のいずれの地位をも喪失した日の翌日（以下権利

行使開始日）から８年間に限り権利を行使することができる。

ただし、新株予約権者が平成43年７月12日までに権利行使開始

日を迎えなかった場合には、平成43年７月13日から平成44年７

月12日の期間内に限り権利行使することができる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
 譲渡による募集新株予約権の取得については、当社取締役会

の決議による承認を要する。 

代用払込みに関する事項 ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ※１ 
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③ 平成20年６月27日取締役会決議 

※１ 当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以

上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の直前の時点

において残存する募集新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの

場合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」とい

う。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対

象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収

合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めること

を条件とする。 

  

  
第３四半期会計期間末現在 

（平成22年12月31日） 

新株予約権の数（個）                                                  243

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 
普通株式 

単元株式数 1,000株  

新株予約権の目的となる株式の数（株）  243,000

新株予約権行使時の払込金額（円）  1

新株予約権の行使期間 
自 平成20年７月14日 

至 平成45年７月13日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式 

の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格        

資本組入額       

327

164

新株予約権の行使の条件 

  上記権利行使期間内において、新株予約権者が当社の取締役

及び執行役員のいずれの地位をも喪失した日の翌日（以下権利

行使開始日）から８年間に限り権利を行使することができる。

ただし、新株予約権者が平成44年７月13日までに権利行使開始

日を迎えなかった場合には、平成44年７月14日から平成45年７

月13日の期間内に限り権利行使することができる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
 譲渡による募集新株予約権の取得については、当社取締役会

の決議による承認を要する。 

代用払込みに関する事項 ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ※１ 
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④ 平成21年６月26日取締役会決議 

※１ 当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以

上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の直前の時点

において残存する募集新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの

場合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」とい

う。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対

象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収

合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めること

を条件とする。 

  

  
第３四半期会計期間末現在 

（平成22年12月31日） 

新株予約権の数（個）                                                  322

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 
普通株式 

単元株式数 1,000株  

新株予約権の目的となる株式の数（株）  322,000

新株予約権行使時の払込金額（円）  1

新株予約権の行使期間 
自 平成21年７月13日 

至 平成46年７月12日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式 

の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格        

資本組入額       

224

112

新株予約権の行使の条件 

  上記権利行使期間内において、新株予約権者が当社の取締役

及び執行役員のいずれの地位をも喪失した日の翌日（以下権利

行使開始日）から８年間に限り権利を行使することができる。

ただし、新株予約権者が平成45年７月12日までに権利行使開始

日を迎えなかった場合には、平成45年７月13日から平成46年７

月12日の期間内に限り権利行使することができる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
 譲渡による募集新株予約権の取得については、当社取締役会

の決議による承認を要する。 

代用払込みに関する事項 ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ※１ 
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⑤ 平成22年６月29日取締役会決議 

※１ 当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以

上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の直前の時点

において残存する募集新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの

場合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」とい

う。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対

象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収

合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めること

を条件とする。 

  

該当事項なし。  

   

該当事項なし。   

  

  

  
第３四半期会計期間末現在 

（平成22年12月31日） 

新株予約権の数（個）  366

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 
普通株式 

単元株式数 1,000株   

新株予約権の目的となる株式の数（株）  366,000

新株予約権行使時の払込金額（円）  1

新株予約権の行使期間 
自 平成22年７月14日 

至 平成47年７月13日  

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式 

の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格        

資本組入額       

187

94

新株予約権の行使の条件 

  上記権利行使期間内において、新株予約権者が当社の取締役

及び執行役員のいずれの地位をも喪失した日の翌日（以下権利

行使開始日）から８年間に限り権利を行使することができる。

ただし、新株予約権者が平成46年７月13日までに権利行使開始

日を迎えなかった場合には、平成46年７月14日から平成46年７

月13日の期間内に限り権利行使することができる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
 譲渡による募集新株予約権の取得については、当社取締役会

の決議による承認を要する。 

代用払込みに関する事項 ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ※１  

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

(4)【ライツプランの内容】

(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式 
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
(百万円) 

資本金残高
(百万円) 

資本準備金 
増減額 

(百万円) 

資本準備金 
残高 

(百万円) 

平成22年10月１日～ 

平成22年12月31日  
 －  1,009,165  －  58,434  －  25,715
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  当第３四半期会計期間において、住友信託銀行株式会社及びその共同保有者１社から平成22年11月22日付の大量

保有報告書（変更報告書）の写しの送付があり、平成22年11月15日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有してい

る旨の報告を受けているが、株主名簿の記載内容が確認できないため、当社として実質所有株式数の確認ができな

い。 

  

  

 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成22年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしている。  

  

①【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には証券保管振替機構名義の株式が6,000株（議決権6個）が含まれている。 

(6)【大株主の状況】

氏名又は名称    住所 
保有株券等の数

（株） 

株券等保有割合

（％） 

住友信託銀行株式会社 大阪市中央区北浜４丁目５番33号   38,877,000   3.85

日興アセットマネジメント株式会社 東京都港区赤坂９丁目７番１号   33,787,000   3.35

計 ―    72,664,000   7.20

(7)【議決権の状況】

  平成22年12月31日現在

区分  株式数（株）  議決権の数（個） 内容  

  無議決権株式 － －   － 

  議決権制限株式（自己株式等） － －   － 

  議決権制限株式（その他） － －   － 

  完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     4,605,000 －  単元株式数 1,000株 

  完全議決権株式（その他） 普通株式     998,989,000  998,989  同上 

  単元未満株式 普通株式      5,571,006 －  
 １単元（1,000株） 

 未満の株式 

  発行済株式総数  1,009,165,006 －   － 

  総株主の議決権 －  998,989  － 
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②【自己株式等】 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

（注） 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

  

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はない。 

  

（注）前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、執行役員の異動はない。  

  

  平成22年12月31日現在

 所有者の氏名又は名称  所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の 
合計（株）   

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）    

宇部興産㈱ 
山口県宇部市大字小

串1978番96号 
        2,057,000  －      2,057,000  0.20

萩森興産㈱ 
山口県宇部市大字沖

宇部525番125号  
        2,445,000  －      2,445,000  0.24

山機運輸㈱ 
山口県宇部市港町２

丁目１番６号 
        54,000  －       54,000  0.01

㈱北見宇部 
北海道北見市大正 

273番１号  
       24,000  －       24,000  0.00

萩宇部生コンクリート㈱ 
山口県萩市土原 

150番１号  
        24,000  －      24,000  0.00

㈱木村製作所 

兵庫県加古郡稲美町

六分一百丁歩1632番

66号 

        1,000  －       1,000  0.00

計   －      4,605,000  －      4,605,000  0.46

２【株価の推移】

月別 
平成22年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円）  256  241  248  222  221  199  212  220  245

最低（円）  239  210  209  205  177  177  177  195  210

３【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。 

 なお、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平

成22年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成している。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から

平成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期

連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任

監査法人による四半期レビューを受けている。 

  

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 35,558 37,511

受取手形及び売掛金 141,892 133,522

商品及び製品 30,627 26,508

仕掛品 20,124 19,178

原材料及び貯蔵品 27,252 24,018

その他 25,386 21,328

貸倒引当金 △413 △478

流動資産合計 280,426 261,587

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 87,032 90,647

機械装置及び運搬具（純額） 120,669 130,494

土地 81,836 82,264

その他（純額） 27,023 21,327

有形固定資産合計 ※1  316,560 ※1  324,732

無形固定資産   

その他 4,411 4,213

無形固定資産合計 4,411 4,213

投資その他の資産   

投資有価証券 33,245 32,757

その他 33,947 33,995

貸倒引当金 △2,248 △2,526

投資その他の資産合計 64,944 64,226

固定資産合計 385,915 393,171

繰延資産 22 35

資産合計 666,363 654,793
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 89,556 78,983

短期借入金 99,624 111,555

コマーシャル・ペーパー 3,000 －

1年内償還予定の社債 40 560

未払法人税等 8,203 3,888

賞与引当金 3,640 6,474

その他の引当金 1,107 1,018

その他 43,725 43,995

流動負債合計 248,895 246,473

固定負債   

社債 15,100 15,140

長期借入金 154,419 152,954

退職給付引当金 7,157 7,246

その他の引当金 1,412 2,674

負ののれん 2,274 2,531

資産除去債務 1,104 －

その他 25,421 25,585

固定負債合計 206,887 206,130

負債合計 455,782 452,603

純資産の部   

株主資本   

資本金 58,435 58,435

資本剰余金 28,451 28,445

利益剰余金 112,586 101,579

自己株式 △779 △770

株主資本合計 198,693 187,689

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 1,213 1,556

繰延ヘッジ損益 △263 △251

為替換算調整勘定 △12,889 △10,155

評価・換算差額等合計 △11,939 △8,850

新株予約権 370 318

少数株主持分 23,457 23,033

純資産合計 210,581 202,190

負債純資産合計 666,363 654,793
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

売上高 398,126 452,449

売上原価 325,454 364,971

売上総利益 72,672 87,478

販売費及び一般管理費 ※1  54,280 ※1  56,866

営業利益 18,392 30,612

営業外収益   

受取利息 385 312

受取配当金 391 606

受取賃貸料 1,710 1,387

負ののれん償却額 145 133

持分法による投資利益 474 1,025

その他 1,315 1,634

営業外収益合計 4,420 5,097

営業外費用   

支払利息 4,460 3,662

賃貸費用 1,724 1,478

為替差損 83 563

その他 4,487 3,745

営業外費用合計 10,754 9,448

経常利益 12,058 26,261

特別利益   

固定資産売却益 27 198

投資有価証券売却益 2 －

持分変動利益 － 421

貸倒引当金戻入額 301 58

受取補償金 32 55

補助金収入 84 －

特別利益合計 446 732

特別損失   

固定資産処分損 2,463 285

投資有価証券売却損 30 －

減損損失 52 385

投資有価証券評価損 27 20

貸倒引当金繰入額 114 －

特別退職金 － 16

関連事業損失 124 157

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 900

特別損失合計 2,810 1,763

税金等調整前四半期純利益 9,694 25,230

法人税等 ※2  3,763 ※2  9,088

少数株主損益調整前四半期純利益 － 16,142

少数株主利益 570 1,106

四半期純利益 5,361 15,036
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【第３四半期連結会計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年10月１日 

 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成22年10月１日 
 至 平成22年12月31日) 

売上高 141,847 157,793

売上原価 112,064 124,764

売上総利益 29,783 33,029

販売費及び一般管理費 ※1  18,514 ※1  19,147

営業利益 11,269 13,882

営業外収益   

受取利息 88 71

受取配当金 37 40

受取賃貸料 560 262

負ののれん償却額 51 51

持分法による投資利益 689 599

為替差益 153 43

その他 303 396

営業外収益合計 1,881 1,462

営業外費用   

支払利息 1,413 1,138

賃貸費用 572 344

その他 1,618 1,315

営業外費用合計 3,603 2,797

経常利益 9,547 12,547

特別利益   

固定資産売却益 － 35

投資有価証券売却益 2 －

貸倒引当金戻入額 269 6

受取補償金 － 55

特別利益合計 271 96

特別損失   

固定資産処分損 344 91

投資有価証券売却損 30 －

減損損失 21 －

投資有価証券評価損 16 1

貸倒引当金繰入額 60 －

関連事業損失 59 －

特別損失合計 530 92

税金等調整前四半期純利益 9,288 12,551

法人税等 ※2  3,244 ※2  4,277

少数株主損益調整前四半期純利益 － 8,274

少数株主利益 609 841

四半期純利益 5,435 7,433
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 9,694 25,230

減価償却費 25,275 24,729

減損損失 52 385

負ののれん償却額 △145 △133

貸倒引当金の増減額（△は減少） △491 △332

受取利息及び受取配当金 △776 △918

支払利息 4,460 3,662

為替差損益（△は益） △242 △488

持分法による投資損益（△は益） △474 △1,025

関連事業損失 124 157

固定資産売却損益（△は益） △1 △204

売上債権の増減額（△は増加） △8,979 △10,243

たな卸資産の増減額（△は増加） 12,883 △9,178

仕入債務の増減額（△は減少） 355 12,055

その他 △3,292 △7,327

小計 38,443 36,370

利息及び配当金の受取額 883 1,154

利息の支払額 △3,918 △3,135

法人税等の支払額 △2,793 △4,131

営業活動によるキャッシュ・フロー 32,615 30,258

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形及び無形固定資産の取得による支出 △24,397 △19,453

有形固定資産の売却による収入 179 1,092

投資有価証券の取得による支出 △146 △94

投資有価証券の売却による収入 3 18

関係会社の整理による収入 126 －

短期貸付金の増減額（△は増加） △5 △846

その他 67 64

投資活動によるキャッシュ・フロー △24,173 △19,219

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △5,318 △8,585

コマーシャル・ペーパーの増減額（△は減少） － 3,000

長期借入れによる収入 25,324 18,335

長期借入金の返済による支出 △28,835 △19,384

社債の償還による支出 △360 △560

配当金の支払額 △4,010 △4,006

少数株主への配当金の支払額 △497 △312

その他 △1,099 △854

財務活動によるキャッシュ・フロー △14,795 △12,366

現金及び現金同等物に係る換算差額 △60 △612

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △6,413 △1,939

現金及び現金同等物の期首残高 39,131 37,281

非連結子会社との合併に伴う現金及び現金同等物の
増加額

107 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  32,825 ※1  35,342
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  

当第３四半期連結累計期間 

（自 平成22年４月１日 

至 平成22年12月31日） 

１．連結の範囲に関す

る事項の変更  

 (1)連結の範囲の変更  

  タイ・カプロラクタム，パブリック・カンパニー・リミテッドとウベ・ナイロン・タイラ

ンド，リミテッドが新設合併し、ウベ・ケミカルズ・アジア，パブリック・カンパニー・リミ

テッドとなった。これに伴い第１四半期連結会計期間より、タイ・カプロラクタム，パブリッ

ク・カンパニー・リミテッド及びウベ・ナイロン・タイランド，リミテッドを連結の範囲から

除外し、ウベ・ケミカルズ・アジア，パブリック・カンパニー・リミテッドを連結の範囲に含

めた。 

 (2)変更後の連結子会社の数  

  66社  

２．会計処理基準に関

する事項の変更 

(1)「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱

い」の適用 

 第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 平成20

年３月10日公表分）及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応

報告第24号 平成20年３月10日）を適用している。 

これによる損益への影響は軽微である。 

(2)資産除去債務に関する会計基準の適用 

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 

平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第21号 平成20年３月31日）を適用している。 

これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益はそれぞれ22百万円減少し、

税金等調整前四半期純利益は922百万円減少している。 

(3)企業結合に関する会計基準等の適用 

第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成

20年12月26日）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26

日）、「『研究開発費等に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第23号 平成20年12月

26日）、「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成20年12月26日）、「持

分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 平成20年12月26日公表分）及び「企業結合会

計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成20年

12月26日）を適用している。  

【表示方法の変更】

  

当第３四半期連結累計期間 

（自 平成22年４月１日 

至 平成22年12月31日） 

１．四半期連結損益計

算書 

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく財

務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用によ

り、当第３四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示して

いる。 

  当第３四半期連結会計期間 

（自 平成22年10月１日 

至 平成22年12月31日） 

１．四半期連結損益計

算書 

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく財

務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用によ

り、当第３四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示して

いる。 
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

  

当第３四半期連結累計期間 

（自 平成22年４月１日 

至 平成22年12月31日） 

１．税金費用の計算   税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に 

 対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税 

 率を乗じて計算している。ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合 

 理性を欠く結果となる会社については、法定実効税率を使用する方法により計算した金額を計 

 上している。 

  なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示している。 

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末 
（平成22年12月31日） 

前連結会計年度末 
（平成22年３月31日） 

※１  有形固定資産の減価償却累計額は 百万円

であり、当該累計額には、減損損失累計額が含まれ

ている。 

662,524 ※１  有形固定資産の減価償却累計額は 百万円

であり、当該累計額には、減損損失累計額が含まれ

ている。 

664,858

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額 ※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額 

    

販売運賃諸掛 12,507百万円 

貸倒引当金繰入額 66  

給料手当 14,093  

賞与引当金繰入額 1,590  

役員退職慰労引当金繰入額 155  

        

販売運賃諸掛 14,412百万円 

貸倒引当金繰入額 46  

給料手当 14,238  

賞与引当金繰入額 1,585  

役員退職慰労引当金繰入額 158  

        

※２ 法人税等には、「法人税、住民税及び事業税」、

「法人税等調整額」が含まれている。   

※２ 法人税等には、「法人税、住民税及び事業税」、

「法人税等調整額」が含まれている。   

前第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成22年10月１日 
至 平成22年12月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額 ※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額 

    

販売運賃諸掛 4,470百万円 

貸倒引当金繰入額 57  

給料手当 3,439  

賞与引当金繰入額 1,590  

役員退職慰労引当金繰入額 31  

        

販売運賃諸掛 4,878百万円 

貸倒引当金繰入額 8  

給料手当 3,395  

賞与引当金繰入額 1,585  

役員退職慰労引当金繰入額 49  

        

※２ 法人税等には、「法人税、住民税及び事業税」、

「法人税等調整額」が含まれている。   

※２ 法人税等には、「法人税、住民税及び事業税」、

「法人税等調整額」が含まれている。   
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当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至

平成22年12月31日） 

  

１．発行済株式の種類及び総数 

  普通株式 1,009,165千株  

  

２．自己株式の種類及び株式数 

  普通株式    3,807千株 

   

３．新株予約権等に関する事項 

  ストック・オプションとしての新株予約権  

   新株予約権の四半期連結会計期間末残高   親会社 370百万円  

   

４．配当に関する事項 

 配当金支払額 

        

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間 
 （自 平成21年４月１日)  

至 平成21年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
 （自 平成22年４月１日)  

至 平成22年12月31日） 

 ※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 ※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

   現金及び預金 33,016百万円 

   預入期間が３ヶ月を超える       

   定期預金     △191  

  現金及び現金同等物    32,825  

   現金及び預金 35,558百万円 

   預入期間が３ヶ月を超える       

   定期預金     △216  

  現金及び現金同等物    35,342  

（株主資本等関係）

  

  

（決議） 

株式の種類 

配当金の 

総額 

（百万円）

１株当たり

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

 平成22年６月29日

 定時株主総会 
普通株式      4,029          4 平成22年３月31日 平成22年６月30日 利益剰余金
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前第３四半期連結会計期間（自平成21年10月１日 至平成21年12月31日）  

  

前第３四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年12月31日）  

 （注）１．事業区分の方法 

 事業区分は内部管理上採用している区分によっている。 

２．各事業区分の主要製品 

  

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

  
化成品・
樹脂 

(百万円)

機能品・
ファイン 
（百万円) 

建設資材
(百万円)

機械・
金属成形
(百万円) 

エネルギ
ー・環境 
(百万円) 

その他
(百万円)

計 
(百万円) 

消去又は
全社 

(百万円) 

連結
(百万円)

売上高                   

(1)外部顧客に 

対する売上高 
 40,940  18,887  49,311  21,237  10,495  977  141,847  ―  141,847

(2)セグメント間の

内部売上高又は

振替高 

 1,718  431  864  96  3,568  391  7,068  (7,068)  ―

計  42,658  19,318  50,175  21,333  14,063  1,368  148,915  (7,068)  141,847

営業利益  3,029  2,284  2,816  1,692  1,173  315  11,309  (40)  11,269

  
化成品・
樹脂 

(百万円)

機能品・
ファイン 
（百万円) 

建設資材
(百万円)

機械・
金属成形
(百万円) 

エネルギ
ー・環境 
(百万円) 

その他
(百万円)

計 
(百万円) 

消去又は
全社 

(百万円) 

連結
(百万円)

売上高                   

(1)外部顧客に 

対する売上高 
 112,510  54,623  137,116  59,650  31,563  2,664  398,126  ―  398,126

(2)セグメント間の

内部売上高又は

振替高 

 4,156  1,334  2,425  493  8,247  1,036  17,691  (17,691)  ―

計  116,666  55,957  139,541  60,143  39,810  3,700  415,817  (17,691)  398,126

営業利益  1,065  5,881  4,239  3,119  3,428  670  18,402  (10)  18,392

事業区分 主要製品

化成品・樹脂 カプロラクタム、ナイロン樹脂、工業薬品、ポリブタジエン 

機能品・ファイン 機能性材料、ファインケミカル、医薬品 

建設資材 
セメント、クリンカー、生コンクリート、建設資材製品、カルシ 

ア・マグネシア、機能性無機材料 

機械・金属成形 諸機械器具、アルミホイール 

エネルギー・環境 石炭、電力 

その他 不動産 
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前第３四半期連結会計期間（自平成21年10月１日 至平成21年12月31日） 

  

前第３四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年12月31日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分している。 

    ２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

アジア…………タイ 

その他の地域…米国、ドイツ、スペイン 

      

【所在地別セグメント情報】

  
日本 

(百万円) 
アジア

(百万円)  
その他の地域

(百万円) 
計

(百万円) 
消去又は全社 

(百万円) 
連結

(百万円) 

売上高             

(1)外部顧客に対する 

売上高 
 122,794  9,967  9,086  141,847  ―  141,847

(2)セグメント間の 

内部売上高又は振替高 
 3,125  1,791  344  5,260  (5,260)  ―

計  125,919  11,758  9,430  147,107  (5,260)  141,847

営業利益  9,079  1,658  459  11,196     73  11,269

  
日本 

(百万円) 
アジア

(百万円)  
その他の地域

(百万円) 
計

(百万円) 
消去又は全社 

(百万円) 
連結

(百万円) 

売上高             

(1)外部顧客に対する 

売上高 
 343,886  28,811  25,429  398,126  ―  398,126

(2)セグメント間の 

内部売上高又は振替高 
 7,611  4,565  1,069  13,245  (13,245)  ―

計  351,497  33,376  26,498  411,371  (13,245)  398,126

営業利益  13,121  4,017  776  17,914     478  18,392
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前第３四半期連結会計期間（自平成21年10月１日 至平成21年12月31日） 

  

前第３四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年12月31日） 

 （注）１．地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２．各区分に属する主な国又は地域 

 前第３四半期連結累計（会計）期間 

（1）アジア………韓国、中国、台湾、タイ 

（2）ヨーロッパ…ドイツ、スペイン  

（3）その他………米国、南アメリカ地域、オセアニア地域、アフリカ地域 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

４．地域の区分の変更  

 前第３四半期連結累計期間  

 従来、地域の区分は「アジア」「北アメリカ」「ヨーロッパ」「その他」の４区分としていたが、「北ア

メリカ」の重要性が低下したため、第１四半期連結累計期間より「アジア」「ヨーロッパ」「その他」の３

区分に変更した。  

 なお、当第３四半期連結累計期間の北アメリカ地域における売上高は、4,868百万円である。 

  

【海外売上高】

  アジア ヨーロッパ その他 計

Ⅰ 海外売上高（百万円）  27,899  6,233  2,974  37,106

Ⅱ 連結売上高（百万円）        141,847

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上

高の割合（％） 
 19.7  4.4  2.1  26.2

  アジア ヨーロッパ その他 計

Ⅰ 海外売上高（百万円）  79,411  17,894  7,223  104,528

Ⅱ 連結売上高（百万円）        398,126

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上

高の割合（％） 
 19.9  4.5  1.9  26.3
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１．報告セグメントの概要  

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資

源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものである。  

 当社は製品・サービス別に「化成品・樹脂」、「機能品・ファイン」、「医薬」、「建設資材」、「機械・金

属成形」、「エネルギー・環境」、「その他」を報告セグメントとしている。 

 「医薬」は、従来は「機能品・ファイン」に含まれていたが、組織変更により、第１四半期連結会計期間より

報告セグメントとしている。 

 「化成品・樹脂」は、カプロラクタム、ナイロン樹脂、工業薬品、合成ゴム等の製造、販売を行っている。 

 「機能品・ファイン」は、ファインケミカル、機能性材料等の製造、販売を行っている。  

 「医薬」は、医薬品原体・中間体の製造、販売を行っている。 

 「建設資材」は、セメント、クリンカー、生コンクリート、建設資材製品、カルシア・マグネシア、機能性無

機材料等の製造、販売を行っている。 

 「機械・金属成形」は一般産業用機械、橋梁、アルミホイール等の製造、販売を行っている。 

 「エネルギー・環境」は、石炭の輸入、販売、コールセンターの運営、電力卸供給事業（ＩＰＰ）を含む電力

供給事業を行っている。 

 「その他」は、不動産の開発、売買、賃貸等、並びに海外における当社グループの製品の販売を行っている。 

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

当第３四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年12月31日） 

 （単位：百万円） 

（注） セグメント利益の調整額△726百万円には、セグメント間取引消去△63百万円、各報告セグメントに配分していない全社費用△663百万 

    円が含まれている。全社費用は主に報告セグメントに帰属しない一般管理費等である。 

  

当第３四半期連結会計期間（自平成22年10月１日 至平成22年12月31日） 

（単位：百万円） 

（注） セグメント利益の調整額△428百万円には、セグメント間取引消去△66百万円、各報告セグメントに配分していない全社費用△362百万 

    円が含まれている。全社費用は主に報告セグメントに帰属しない一般管理費等である。   

【セグメント情報】

   報告セグメント 

調整額  

(注) 

四半期連結

損益計算書

計上額 
  

化成品・ 

樹脂 

機能品・ 

ファイン 
医薬  建設資材 

機械・ 

 金属成形

エネルギ 

ー・環境 
その他 計 

 売上高                     

 外部顧客への 

 売上高 
140,186 48,542 6,467 146,806 59,432 33,505 17,511 452,449 ―  452,449

 セグメント間の内部 

 売上高又は振替高 
9,035 2,705 ― 3,084 702 9,666 1,823 27,015 △27,015 ― 

計 149,221 51,247 6,467 149,890 60,134 43,171 19,334 479,464 △27,015 452,449

 セグメント利益 

 （営業利益）  
11,784 6,550 1,694 6,466 1,241 2,696 907 31,338 △726 30,612

   報告セグメント 

調整額  

(注) 

四半期連結

損益計算書

計上額 
  

化成品・ 

樹脂 

機能品・ 

ファイン 
医薬  建設資材 

機械・ 

 金属成形

エネルギ 

ー・環境 
その他 計 

 売上高                     

 外部顧客への 

 売上高 
49,218 15,885 2,313 53,163 18,412 12,539 6,263 157,793 ―  157,793

 セグメント間の内部 

 売上高又は振替高 
2,788 924 ― 1,128 208 3,926 671 9,645 △9,645 ― 

計 52,006 16,809 2,313 54,291 18,620 16,465 6,934 167,438 △9,645 157,793

 セグメント利益 

 （営業利益）  
6,175 2,352 286 3,496 141 1,417 443 14,310 △428 13,882
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（追加情報）  

      第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平 

     成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20

     号 平成20年３月21日）を適用している。    

  

１．１株当たり純資産額 

  

２．１株当たり四半期純利益金額等 

 （注） １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとお

りである。 

  

（１株当たり情報）

当第３四半期連結会計期間末 
（平成22年12月31日） 

前連結会計年度末 
（平成22年３月31日） 

１株当たり純資産額 185円76銭       １株当たり純資産額 177円88銭  

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日） 

１株当たり四半期純利益金額 円 銭5 33   

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額 
円 銭5 32   

１株当たり四半期純利益金額 14円96銭  

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額 
14円94銭  

  
前第３四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日） 

１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益（百万円）  5,361 15,036 

普通株主に帰属しない金額（百万円）  － － 

普通株式に係る四半期純利益（百万円）  5,361 15,036 

普通株式の期中平均株式数（千株）  1,005,881 1,005,333 

      

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益調整額（百万円）  － － 

普通株式増加数（千株）  1,041 1,256 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要 
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 （注） １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとお

りである。 

  

  

該当事項なし。 

  

該当事項なし。  

  

該当事項なし。  

  

前第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成22年10月１日 
至 平成22年12月31日） 

１株当たり四半期純利益金額 円 銭5 40   

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額 
円 銭5 40   

１株当たり四半期純利益金額 7円39銭       

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額 
7円38銭       

  
前第３四半期連結会計期間
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間
（自 平成22年10月１日 
至 平成22年12月31日） 

１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益（百万円）  5,435 7,433     

普通株主に帰属しない金額（百万円）  － －     

普通株式に係る四半期純利益（百万円）  5,435 7,433     

普通株式の期中平均株式数（千株）  1,005,780 1,005,322     

      

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益調整額（百万円）  － －     

普通株式増加数（千株）  1,041 1,393     

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要 

  

            

  

  

  

            

  

  

（重要な後発事象）

２【その他】

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成２２年２月９日

宇部興産株式会社 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 渡辺 和紀  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 石川 純夫  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている宇部興産株式

会社の平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成２１年１０月

１日から平成２１年１２月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２１年４月１日から平成２１年１２月３１日

まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシ

ュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、宇部興産株式会社及び連結子会社の平成２１年１２月３１日現在の財

政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累

計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなか

った。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

                                                                                                                                                                

（注）   １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 

    ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成２３年２月９日

宇部興産株式会社 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 小野 隆良  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 石川 純夫  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 原賀 恒一郎  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている宇部興産株式

会社の平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成２２年１０月

１日から平成２２年１２月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２２年４月１日から平成２２年１２月３１日

まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシ

ュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、宇部興産株式会社及び連結子会社の平成２２年１２月３１日現在の財

政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累

計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなか

った。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

                                                                                                                                                                

（注）   １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 

    ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 

2011/02/05 13:28:2310705501_第３四半期報告書_20110205132803


	表紙
	目次
	中表紙
	第一部【企業情報】
	第１【企業の概況】
	１【主要な経営指標等の推移】
	２【事業の内容】
	３【関係会社の状況】
	４【従業員の状況】 

	第２【事業の状況】
	１【生産、受注及び販売の状況】
	２【事業等のリスク】
	３【経営上の重要な契約等】
	４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

	第３【設備の状況】
	第４【提出会社の状況】
	１【株式等の状況】
	(1)【株式の総数等】
	(2)【新株予約権等の状況】
	(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】
	(4)【ライツプランの内容】
	(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】
	(6)【大株主の状況】
	(7)【議決権の状況】

	２【株価の推移】
	３【役員の状況】

	第５【経理の状況】
	１【四半期連結財務諸表】 
	（１）【四半期連結貸借対照表】 
	（２）【四半期連結損益計算書】 
	（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

	２【その他】


	第二部【提出会社の保証会社等の情報】
	四半期レビュー報告書



